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１ はじめに 

本ガイドラインは、さいたま市での総合評価方式に関する基本的な事項を示

すもので、本市が発注する水道局を除いた公共工事のうち、総合評価方式を採

用するものに適用する。 

２ 総合評価方式の概要 

（１）経緯 

公共工事の品質確保を目的とした「公共工事の品質確保の促進に関す

る法律」(平成１７年法律第１８号。以下「品確法」という。)が平成１

７年４月１日に施行され、公共工事の品質は、「経済性に配慮しつつ価

格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の

契約がなされることにより、確保されなければならない」と規定されて

おり、公共工事の品質確保のための主要な取り組みとして総合評価方式

の活用を掲げている。これを受けて、本市においても公共工事の品質確

保のため、総合評価方式を平成１８年１０月から導入し、技術的な工夫

が十分可能な工事を対象として実施している。また、平成３０年１２月

からは特別簡易型を導入し、担い手の確保・育成の観点より技術的な工

夫の余地が小さい工事においても実施している。 

（２）意義 

総合評価方式とは、価格だけで落札者を決定する従来の入札契約方式

と違い、品質を高めるために、価格のみならず企業の技術的能力等の価

格以外の要素も含めて総合的に評価し、無効や失格を除いた入札価格が

予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、価格と企業の技術力等を数

値化した「評価値」の最も高いものを落札者とする入札方式である。 

総合評価方式の適用により、公共工事の施工に必要な技術的能力を有

する者が施工することとなり、工事品質の確保や向上が図られ、工事目

的物の性能の向上、長寿命化、維持修繕費の縮減、施工不良の未然防止

等による総合的なコストの縮減、交通渋滞対策、環境対策、事業効果の

早期発現等が効率的かつ適切に図られることにより、現在及び将来の世
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代にわたる市民に利益がもたらされる。また、企業が技術力競争を行う

ことによりモチベーションの向上が図られ、技術と経営に優れた健全な

建設業が育成される。さらに、若手技術者の雇用や配置、災害時協力活

動の実績が増えることにより、現在及び将来にわたる企業の技術力の承

継や災害時の地域維持における担い手確保や育成に繋がるほか、価格以

外の多様な要素が考慮された競争が行われることで、談合が行われにく

い環境が整備されることも期待されている。 

（３）総合評価方式の選択 

総合評価方式は、工事の技術難易度や施工条件等を踏まえ、工事特性

（規模、技術的な工夫の余地）に応じて、特別簡易型、簡易型又は技術

提案型のいずれかの方式を選択する。 

なお、緊急性を要する場合や、発注時期、履行条件等により競争性の

低下が見込まれ不調のおそれがある工事には適用しないものとする。 

① 特別簡易型 

技術的な工夫の余地が小さい工事において、工事成績等についての 

技術資料の提出を求め、それにより技術力と価格との総合評価を行う。 

② 簡易型 

技術的な工夫の余地が比較的小さい工事において、発注者が指定した

施工上の課題とともに、工程管理、品質管理、安全管理、施工上配慮す

べき事項から工事の内容に応じ１項目を選択し、簡易な施工計画を求め

る。また、同種工事の経験、工事成績等についての技術資料の提出を求

め、それにより技術力と価格との総合評価を行う。 

なお、簡易な施工計画を求める際には、その工事目的物を施工するに

あたり、施工方法等について指定もしくは任意の意思を明確にする。 

③ 技術提案型 

技術的な工夫の余地が大きい工事において、簡易型で求める技術資料

の内容に加え、施工に伴う安全対策、交通・環境への影響、工期の短縮

等の技術提案と施工計画を求め、それにより技術力と価格との総合評価

を行う。 
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※  ＷＴＯ政府調達協定の対象工事は、国内実績のない外国籍企業が不利

となる評価項目は設定できないため、必要に応じ、別に定めて実施する

ものとする。 

 なお、発注規模を考慮し、評価項目の配点は得られる価値が必要以上

に高価にならないよう設定するとともに、技術提案や施工計画に関して、

数値化が困難な評価項目の評価基準は、１点か０点などの可否判定では

なく、内容が優れている場合は２点以上の加点とすることや０．５点な

どの中間点を設定するなど、提案内容の差を適切に評価できる幅のある

加点基準を設定する。 

３ 標準的な実施手順 

（１）総合評価方式の採点方法 

ア 自己採点方式 

開札前に、入札参加者が総合評価の技術資料を自己採点し、開札後に、

その採点結果と開札結果を総合的に評価した評価値の最も高い第一順

位者のみに技術資料の提出を求め、落札候補者を決定する。その後、落

札候補者の入札参加条件を確認し、落札者を決定する方法。特別簡易型

の場合に適用する。 

イ 発注者採点方式 

開札前に、入札参加条件が確認されたすべての入札参加者に技術資料

を求め、開札後に、その評価と開札結果を踏まえ落札者を決定する方法。

簡易型及び技術提案型の場合に適用する。 

（２）採点方法の手順 

ア 自己採点方式 

① 入札参加者は、入札時に「自己採点申請書」を提出する。 

② 発注者は、「入札価格」と、この自己採点申請書に記載された「自

己採点」を総合的に評価した評価値が最も高い者を第一順位者

として決定する。 

③ 発注者は、第一順位者に「技術資料」の提出を求め、これを評

価し、順位に変動が生じないときは、その者を落札候補者とし
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て決定する。このとき、評価項目ごとの評価点は「自己採点申

請書」に記載された値を上限とする。 

④ 第一順位者が③により評価値の順位が入れ替わったとき、又は、

落札候補者が入札参加条件を満たしていないときは、新たに評

価値が１位となった者（失格者を除く）を第一順位者とする。 

⑤ ③、④を繰り返すことにより、入札参加資格を有し、評価値が

１位の者を確定し、この者を落札者とする。 

イ 発注者採点方式 

① 発注者は、入札参加者が入札参加条件を満たしているか確認す

る。 

② 入札参加者は、入札前の定められた期日までに、「技術資料」を

提出する。 

③ 発注者は「技術資料」を評価し、技術評価点を算出する。 

④ 技術評価点と入札価格により評価値が確定し、評価値１位の者

を落札者とする。 

（３）総合評価方式の実施フロー 

    総合評価方式の実施フローを以下のように示す。 
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① 特別簡易型における標準的な手順（一般競争入札・資格事後審査の例）

担当課等

工事所管部（所）

工事所管課

工事所管部（所）

契約課

契約課

契約課

工事所管課

契約課

入札参加者

契約課

契約課

契約課

入札参加者

契約課

契約管理部

契約課

工事所管課

工事所管課

　　　 必要に応じて実施 工事検査課

※１　所要日数には、閉庁日（土曜日、日曜日、祝日、年末年始）を含まない。
※２　意見聴取の有無を考慮して決定する。
※３　議案が軽易である場合は、会議を省略できる。
※４　※５、※６の場合原則省略。
※５　技術資料を確認した結果、第一順位者が変更になる場合

落札候補者決定
入札参加資格等確認資料提出（※６）

※６　入札参加条件を満たしていない場合

技術資料の提出（※５）
評価値の確定

総合評価方式による落札者の決定・通知

契約の締結

技術資料の履行について
随時確認

工事成績評定

告示・入札説明書配布
設計図書・仕様書配布

入札参加申請
（受理・通知）

自己採点申請書の提出・入札
開札（価格評価点の算出）・評価値の算出

学識経験者からの意見聴取
（※４）

総合評価方式による
第一順位者の決定

請負業者審査選定委員会
（公告内容及び入札参加資格の決定）

業務内容

総合評価審査委員会(※３)
（対象工事の選定）

評価項目、評価基準等（案）
の作成

総合評価審査委員会（※３)
(評価項目、評価基準等審査)

学識経験者からの意見聴取

見積開始

２～５日

（※２）

１６～２９日

累計日数
（※１）

標準日数
（※１）

６～１６日

再検討

再検討

１日

決定通知

決定

提出締切

４日

提出締切

※６

※５

決定

３日
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② 簡易型における標準的な手順（一般競争入札・資格事前審査の例）

担当課等

工事所管部（所）

工事所管課

工事所管部（所）

契約課

契約課

契約課

工事所管課

契約課

入札参加者

※提出先　契約課

工事所管課

工事所管部（所）

工事所管部（所）

契約管理部

契約課・工事所管課

契約課

契約管理部

契約課

契約課

工事所管課

工事所管課

　　　 必要に応じて実施 工事検査課

※１　所要日数には、閉庁日（土曜日、日曜日、祝日、年末年始）を含まない。
※２　技術資料の作成、審査日数、意見聴取の有無等を考慮して決定する。

入札参加資格申請等
（受理・確認・通知）

技術資料の整理

工事成績評定

技術資料の履行について
随時確認

契約の締結

入札・開札（価格評価点の算出）
評価値の算出

ヒアリング

学識経験者からの意見聴取

総合評価方式による
落札者の決定・通知

総合評価審査委員会・契約管理部
（技術評価点の算出）

技術資料の提出

業務内容

請負業者審査選定委員会
（公告内容及び入札参加資格の決定）

告示・入札説明書配布
設計図書・仕様書配布

総合評価審査委員会
(評価項目、評価基準等審査)

学識経験者からの意見聴取

評価項目、評価基準等（案）
の作成

総合評価審査委員会
（対象工事の選定）

累計日数
（※１）

標準日数
（※１）

見積開始

２１～３６日

５～１５日
（※２）

１３日
（※２）

提出締切

入札締切

３～８日

決定通知

再検討

再検討
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③ 技術提案型における標準的な手順（一般競争入札・資格事前審査の例）

担当課等

工事所管部（所）

工事所管課

工事所管部（所）

技術管理課

契約課

契約課

契約課

工事所管課

契約課

入札参加者

※提出先　契約課

工事所管課

工事所管部（所）

工事所管部（所）

契約管理部

技術管理課

契約課・工事所管課

契約課

契約管理部

契約課

契約課

工事所管課

工事所管課

　　　 必要に応じて実施 工事検査課

※１　所要日数には、閉庁日（土曜日、日曜日、祝日、年末年始）を含まない。
※２　技術資料の作成、審査日数、意見聴取の有無等を考慮して決定する。

技術資料の履行について
随時確認

契約の締結

工事成績評定

入札参加資格申請等
（受理・確認・通知）

ヒアリング

入札・開札（価格評価点の算出）
評価値の算出

業務内容

学識経験者からの意見聴取
（原則実施）

総合評価方式による
落札者の決定・通知

請負業者審査選定委員会
（公告内容及び入札参加資格の決定）

技術審査委員会
（技術評価点の算出）

技術資料の整理

技術資料の提出

総合評価審査委員会・契約管理部
（技術評価点の算出）

総合評価審査委員会
（対象工事の選定）

総合評価審査委員会
(評価項目、評価基準等審査)

学識経験者からの意見聴取

評価項目、評価基準等（案）
の作成

技術審査委員会
(評価項目、評価基準等審議)

告示・入札説明書配布
設計図書・仕様書配布

累計日数

（※１）

標準日数

（※１）

見積開始

３２～４５日

１１～１９日
（※２）

１８日
（※２）

提出締切

入札締切

３～８日

決定通知

再検討

再検討
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４ 技術資料の提出 

（１）提出方法 

技術資料の提出方法は、平成３１年度に公告した総合評価方式の方式

及び入札の参加状況に応じて次のとおりとする。 

① 特別簡易型（自己採点方式）の場合 

入札時 

自己採点申請書を埼玉県電子入札共同システムで提出 

開札後（第一順位者のみ） 

初めて第一順位者に決定したとき 

ＣＤ－Ｒで提出 

第一順位者に決定した回数が２回目以上のとき 

メール 又は ＣＤ－Ｒで提出  

< 注意事項 > 

・入札時に「入札書」、「入札金額見積内訳書」とともに「自己採点申

請書（Ｅｘｃｅｌファイル）」が受付期間内に提出されない場合、入

札は無効として取り扱う。 

・ＣＤ－Ｒで提出する際は、契約課へ直接持参すること。 

・メールの受信容量は１通あたり１０ＭＢまで。ただし、本市のセキ

ュリティ対策により、受信に時間がかかる場合やメールが届かない

ことがあるため、締切時間までに確実に提出できるよう注意するこ

と。 

・メール送信後は、技術資料等の受付期間内（最終日の 15 時まで）に、

必ず提出先の契約課工事契約第２係に電話連絡をすること。 

② 簡易型、技術提案型（発注者採点方式）の場合 

初めて参加するとき 

ＣＤ－Ｒで提出 

２回目以降参加するとき 
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メール 又は ＣＤ－Ｒで提出  

< 注意事項 > 

・ＣＤ－Ｒで提出する際は、契約課へ直接持参すること。 

・メールの受信容量は１通あたり１０ＭＢまで。ただし、本市のセキ

ュリティ対策により、受信に時間がかかる場合やメールが届かない

ことがあるため、締切時間までに確実に提出できるよう注意するこ

と。 

・メール送信後は、技術資料等の受付期間内（最終日の 15 時まで）

に、必ず提出先の契約課工事契約第２係に電話連絡をすること。 

（２）提出先 

さいたま市 財政局 契約管理部 契約課 工事契約第２係 

メールアドレス keiyaku@city.saitama.lg.jp 

連絡先 ０４８－８２９－１８９８（直通） 

（３）提出書類 

① 全ての技術資料（特別簡易型の場合、自己採点申請書を含む）を１つ

のＰＤＦファイルに変換して提出すること。 

② 「施工計画の適切性」、「技術提案」、「技術提案を実現するための施工

計画」については、ＰＤＦファイルとは別に、Ｅｘｃｅｌファイルを

提出すること。 

< 注意事項 > 

・次ページの「定型的な評価項目」に関する資料のうち、当該年度に

一度提出しているものは、２回目以降の参加時には原則提出不要。 

・変更や新規に追加するものがある場合は、該当するもののみＣＤ－

Ｒで提出すること。 
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定型的な評価項目

特定共同企業体での受注実績一覧表（様式－３） 

さいたま市優秀建設工事業者表彰（様式－４） 

ＩＳＯ認証の取得（様式－５） 

障害者の雇用状況（様式－８） 

次世代育成支援（様式－９） 

若手技術者の雇用状況（様式－１０） 

地域の安心・安全への貢献の実績（様式－１１） 

（実績は、過去５年間なので注意すること） 

ボランティア活動の実績（様式－１２） 

（４）書類作成の注意 

① 自己採点申請書 

 評価基準、配点に基づく自社の申告点を正確に記入すること。なお、

未記入や、配点以外の申告点の記入があった場合には、その項目を

「０点」として扱うこととする。また、「企業の信頼性について」

は、未記入や配点以外の申告点の記入があった場合には、評価項目

それぞれについて「－２点」として扱うこととする。 

 自己採点申請書の記載内容に不備がある場合、入札が無効になる場

合がある。 

② 「施工計画の適切性」、「技術提案」、「技術提案を実現するための施工

計画」について 

 簡易型における「施工計画の適切性」の提案資料は、Ａ４版３枚以

内（参考資料及び写真等添付書類含む）とする。 

 技術提案型における「技術提案」の提案資料は、Ａ４版１枚以内（工

程表は除く）とし、「技術提案を実現するための施工計画」の提案

資料はＡ４版３枚以内、参考資料は別途Ａ４版又はＡ３版で３枚以

内とする。 

 提案資料の記述文字のサイズは１１ｐｔとする。ただし、写真等添

付書類の文字のフォント及びサイズは、この限りでない。 

 提案内容の記述、写真等添付書類には入札参加者が特定できる情報

（自社の名称、自社が請負った工事が容易に特定できるもの等）は

表示しないよう処理を施すこと。なお、特定できるおそれがあると

発注者が判断したものは該当部分を特定できないように加工する

ことがある。  

 規定枚数を超えて提出があった場合は、超過書類を評価の対象から

除外する。 
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③ 証明書等の有効期限 

証明書等は、技術資料の提出締切日に有効なものとする。 

（５）資料提出後の不備等への対応 

 「施工計画の適切性」、「技術提案」、「技術提案を実現するための施工

計画」以外の技術資料で様式の不備及び添付資料に漏れがあった場合は、

技術資料の提出締め切りの翌日から起算して３日以内（閉庁日を除く）

に提出があった場合は有効とし、評価を行う。 
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５ 評価 

（１）評価項目の設定 

    特別簡易型を適用する工事においては、企業が保有する技術能力や当

該工事の施工に直接係わる配置予定技術者の能力など、施工に必要な技

術力を評価することにより、適切かつ安全・確実に工事を遂行する能力

を有しているかを確認するとともに、若手技術者の雇用や配置といった、

現在及び将来にわたり、品質確保の担い手として中長期的な育成及び確

保に繋がる項目を評価する。 

簡易型を適用する工事においては、簡易な施工計画や企業が保有する施

工技術の実績、当該工事の施工に直接係わる配置予定技術者の能力を評価

することにより、適切かつ安全・確実に工事を遂行する能力を有している

かを確認するとともに、企業の信頼性や地域への貢献度等の適切な項目に

ついても評価し、地域で安心・安全な工事を円滑に実施する能力を有して

いるか評価する。なお、簡易型の技術資料として求める技術提案は、必ず

しも高度な技術を要するものではなく、施工計画の工程管理や施工上配慮

すべき事項、品質管理方法等についての工夫（簡易な施工計画）を「技術

提案」として扱う。また、施工計画についてはその工事目的物を施工する

にあたり、施工方法等について、発注者が、指定もしくは任意の意思を明

確にし、設定するものとする。 

  技術提案型を適用する工事においては、簡易型に示した評価項目のほ

か、具体的な施工計画、工事目的物の性能、機能の向上や社会的要請へ

の対応に関する施工上の特定の課題について技術提案を求め、提案の実

現性や安全性等について評価を行う。 

    評価項目は、特別簡易型、簡易型及び技術提案型のそれぞれに示す必

須評価項目のほか、選択評価項目から工事の内容等により適宜選択して

設定する。 

（２）技術提案の改善 

技術提案型において、発注者は、技術提案の内容の一部を改善するこ

とで、より優れた技術提案となる場合や一部の不備を解決できる場合に

は、技術的能力の審査において、提案者に当該技術提案の改善を求め、

又は改善を提案する機会を与えることができる。この場合、発注者は、
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透明性の確保のため、技術提案の改善に係る過程について、その概要を

速やかに公表するものとする。 

なお、技術提案の改善を求める場合には、同様の技術提案をした者が

複数あるにもかかわらず、特定の者だけに改善を求めるなど、特定の者

のみが有利となることのないように行う。 

（３）配点及び評価基準等（簡易型、技術提案型） 

配点については、工事の内容や地域特性等に応じて適宜設定する。こ

のとき、その評価項目が持つ価値に十分留意し、得られる価値が必要以

上に高価にならないよう設定する。 

評価基準は原則、次の２つの方法とする。 

① 数値方式 

評価項目の性能等の数値により点数を付与する方法。 

この場合、標準的には、提示された最高の性能等の数値に得点配分

に応じた満点を、最低限の要求要件を満たす性能等の数値に０点を付

与する。また、その他の入札参加者が提示した性能等については、そ

れぞれの性能等の数値に応じ按分した点数を付与する。 

② 判定方式 

 数値化が困難な評価項目の性能（施工計画の適切性）等に点数を付

与する方法。 

この場合、工事の内容により様々な工夫が考えられることから、発

注者の求めた品質確保等に対して、工事ごとに入札参加者の提案を整

理し、工夫の内容に優劣を付け、点数を付与する。 

優劣の付け方として、工夫の項目数により評価する場合は、「一位

満点方式」を採用する。その際の得点は、小数点以下は１位までとし、

２位を切り捨てとする(例示Ａ・Ｂ・Ｃ工事)。なお、入札参加者の中

で優位となっても、発注者が想定した満点に満たない場合は、配点よ

り小さい点を満点とする (例示Ｄ工事)。 

基本的な加点は１項目１点とするが、工夫の内容が優れている場合

は、２点以上の加点(例示Ｃ工事)も可とする。 

また、提案の余地が大きい技術提案型では、０．５点などの中間点

による加点も可とする。  

※ 「評価の着目点」と「判定方式による評価の例示」を、次ページに示す。 
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評価の着目点

入札参加者の提案が概ね同様であり、一般的になっている事項と客観的に判断でき

る場合は加点評価しない。 

共通仕様書・関係法令等を遵守した施工など、標準案と同程度の提案は加点評価し

ない。 

工夫の内容が具体的に記載され、効果が期待されるもののみ加点評価の対象とする。 

工夫の数だけを求めるものではないので、注意すること。 

過度なコスト負担を要する場合には、過度なコスト負担を要しない提案より優位な

評価としない。 

個別の工事として現場条件等十分反映されているかを適切に評価する。 

施工計画の記載にあたっては、「必要に応じて～。」、「状況に応じて～。」などの曖

昧な表現については、加点評価しない。 

判定方式による評価の例示（配点５点の場合） 

  Ａ工事       Ｂ工事         Ｃ工事 

参加者 工夫の数 評価点 参加者 工夫の数 評価点 参加者 工夫の数
優れた提案があった
場合の見なし計算

評価点

Ａ 7 5.0 Ａ 7 4.3 Ａ 7 7 4.3
Ｂ 3 2.1 Ｂ 3 1.8 Ｂ 3 4 2.5
Ｃ 4 2.8 Ｃ 4 2.5 Ｃ 4 4 2.5
Ｄ 5 3.5 Ｄ 5 3.1 Ｄ 5 5 3.1

Ｅ 8 5.0 Ｅ 8 8 5.0
Ｆ 2 1.2 Ｆ 2 2 1.2
Ｇ 1 0.6 Ｇ 1 2 1.2

※B、Gは、1項目に２点を加えた場合 
※見なし計算後、一位満点方式を適用する

Ａ工事、Ｂ工事は、同類工事で参加者の提案は同様であるが、参加者数の違いによ

り、評価点が異なっている場合。 

Ｃ工事は、Ｂ工事の２者に優れた提案が含まれていた場合。 

Ｄ工事

参加者 工夫の数 評価点

Ａ 3 3.0
Ｂ 2 2.0
Ｃ 1 1.0

Ｄ工事は、発注者の想定した満点を満たしていないため、配点は５点満点であるが、

Ａ者の３点を満点として評価した場合。 
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（４）特定共同企業体（特定ＪＶ）の扱いについて 

① 過去に特定ＪＶで施工した場合の扱い 

 企業の技術能力、配置予定技術者等の技術能力及び手持ち工事量に

ついて 

過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の、施工実績や工事成績

評定を、評価対象に含めるものとする。ただし、このガイドライン

にて構成員を評価に含めるものは、「出資比率が２０％以上のもの」

に限る。 

 企業倫理や信頼性等について 

総合評価方式により契約をして施工した工事で、技術提案が履行

されなかった場合や、６５点未満の工事を施工した場合等は、全て

の構成員に対して減点をする。 

② 入札参加条件を特定ＪＶとして発注した場合の扱い 

 企業の施工実績及び手持ち工事量について 

構成員のいずれかが該当する場合でも可とする。ただし、手持ち

工事量は当該工事の特定ＪＶの構成員と同じ構成員が２者以上重

複して含まれている場合については１件とする。 

 企業の工事成績評定ついて 

全ての構成員の対象工事の平均点とする。(特定ＪＶで施工した

工事成績評定は構成員毎に１案件として算定する。)  

 ＩＳＯ認証の取得、若手技術者の配置及び企業の社会性や地域で安

心・安全な工事を実施する能力について 

各評価項目について全ての構成員がその評価基準を満たした場

合に評価する。 

 企業倫理や信頼性等について 

  構成員のいずれかが該当する場合は、減点をする。

（５）合併・名称変更等による企業実績の扱いについて 

 合併・名称変更等前の企業実績については各評価項目の対象とする。 
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特定ＪＶで施工した実績
※１

評価対象に含めるもの 代表構成員
全ての構成員が
該当するもの

いずれかの構成員が
該当するもの

施工実績 ○ ○

工事成績評定
（業種別）

○
○

（全ての構成員の
対象工事の平均点）

さいたま市優秀建設工事業者表彰
（業種別）

○※２ ○※３

ISO認証の取得 ○

保有資格 ○

施工経験 ○ ○

成績評定
（業種別）

○ ○

継続教育（CPD）の取組み状況 ○

工事成績評定（直近）
（業種別）

○ ○

専門性を要する資格 ○

若手技術者の配置 ○

労働福祉の状況 ○※４

次世代育成支援 ○

若手技術者の雇用状況 ○

地理的条件 ○

地域の安心・安全への貢献の実績 ○※４

ボランティア活動の実績 ○

手持ち工事量（業種別） ○ ○※５

○ ○

　※１　特定ＪＶで施工した実績は、出資比率20%以上のものに限り、代表構成員であるかは問わない。

  ※２　特定ＪＶによる受賞実績は、得点を出資比率により配分する。（例：出資比率40%で受賞実績がある場合 2.0点×0.4＝0.8点）

 配点例）

　※５　当該工事の特定ＪＶの構成員と同じ構成員が２者以上重複して含まれている場合は、１件とする。

　※４　構成員の得点がそれぞれ違う場合は、得点の低いものを優先して評価する。

企業倫理や信頼性等

　※３　構成員の受賞状況による得点がそれぞれ違う場合は、得点の高いものを優先して評価する。

特定ＪＶの評価等の運用一覧

評価項目

特定ＪＶに発注する場合の評価対象

企
業
の
技
術
能
力

配
置
予
定
技
術
者
等
の
技
術
能
力

企
業
の
社
会
性
や
地
域
で
安
心
・
安
全
な

工
事
を
実
施
す
る
能
力

A者・B者 A者 B者

特定ＪＶ 単独受賞 単独受賞

C者・D者 C者 D者

単独受賞

特定JV受賞（出資比率60％）

E者・F者 E者 F者

特定ＪＶ 特定JV受賞（出資比率40％） 特定JV受賞（出資比率60％）

G者・H者 G者 H者

特定ＪＶ 特定JV受賞（出資比率40％） 受賞無し

１．２点

０．０点

特定ＪＶ

過去２年度間の優秀建設工事業者表彰の受賞状況入札参加者 配点

２．０点

２．０点
特定JV受賞（出資比率40％）
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（６）用語の定義  

公共工事 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）第２条で定義するもの。 

国、特殊法人等又は地方公共団体が発注する建設工事をいう。 

本市発注工事（施工実績及び施工経験の評価項目に対応） 

さいたま市発注工事 

さいたま市の組合土地区画整理事業で施工された工事 

さいたま市の設置した公共施設の改修工事等で、当該発注工事の特記仕様書

と同基準で施工された工事 

さいたま市発注工事（工事成績評定及び直近の評価項目に対応） 

さいたま市市長部局又は水道局が発注した工事 

さいたま市発注の総合評価方式を適用する工事（手持ち工事量の

評価項目に対応） 

さいたま市市長部局又は水道局が発注した総合評価方式を適用する工事 

過去１０年間（５年間） 

公告日から起算して過去１０年間（５年間）のこと。 

過去２年度間 

公告日の属する年度の前年度及び前々年度のこと。 

同種工事 

入札説明書により、工事ごとに指定する。 

配置予定技術者 

建設業法第２６条の主任技術者又は監理技術者のこと。 
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直近２工事 

公告日から起算して過去５年間に、元請けの主任（監理）技術者、現場代理

人として工事完成時点に従事していた工事の中から、最新２工事までを対象

とする。 

業種別 

建設業法に定められた、建設業許可の区分（２９業種） 

土木、建築、大工、左官、とび・土工、石、屋根、電気、管、ﾀｲﾙ･れんが･ﾌﾞ

ﾛｯｸ、鋼構造物、鉄筋、舗装、しゅんせつ、板金、ガラス、塗装、防水、内装

仕上、機械器具設置、熱絶縁、電気通信、造園、さく井、建具、水道施設、

消防施設、清掃施設、解体 の各工事業 

特定ＪＶ 

特定共同企業体をいう。 

法定雇用率 

民間企業及び国・地方公共団体等は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」

によりそれぞれ次に掲げる割合（障害者雇用率）以上の身体障害者又は知的

障害者を雇用しなければならないこととされている。 

民間企業の法定雇用率：２．２％ 

公告 

さいたま市が発注する建設工事の総合評価方式一般競争入札の公告 

※ 総合評価方式指名競争入札による準用 

指名競争入札により総合評価方式の建設工事を発注する場合は、「一般競争入

札」とあるのは「指名競争入札」と、「公告」とあるのは「指名通知」と読み

替えるものとする。 
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工 事 名：

工事場所：

特別
簡易型

簡易型
技術
提案型 評　価　項　目

特別簡易型
の配点

特別
簡易型

簡易型、
技術提案型
の配点

簡易型 技術提案型

発注者が指定した
施工上の課題への的確性

5.0 ◎

工程管理の適切性 3.0

品質管理の適切性 3.0

安全管理の適切性 3.0

施工上配慮すべき事項の適切性 5.0

施工実績 2.0 ◎ ◎

工事成績評定(業種別※１） 2.0 ◎ 2.0 ◎ ◎

さいたま市優秀建設工事業者表彰
(業種別※１）

1.0 ◎ 2.0 ◎ ◎

ＩＳＯ認証の取得 1.0 ◎ 2.0 ◎ ◎

保有資格 1.0 ◎ 1.0 ◎ ◎

施工経験 2.0 ◎ ◎

工事成績評定(業種別※１） 2.0 ◎ 2.0 ◎ ◎

継続教育(ＣＰＤ)の取組み状況 2.0 ◎ 2.0 ◎ ◎

若手技術者の配置 2.0 ◎

工事成績評定（直近）(業種別※１） 2.0 選択 選択

専門性を要する資格 2.0 選択 選択

専門技術力 2.0 選択 選択

当該工事の理解度・取り組み姿勢 2.0 選択 選択

対応能力 2.0 選択 選択

労働福祉の状況 2.0 ◎ ◎

次世代育成支援 2.0 ◎ 2.0 ◎ ◎

若手技術者の雇用状況 2.0 ◎ 1.0 選択 選択

地理的条件 2.0 選択 選択

地域の安心・安全への貢献の実績 2.0 選択 2.0 選択 選択

ボランティア活動の実績 2.0 選択 選択

手持ち工事量（業種別※１） 1.0 ◎

④ ⑤ ④
企業の信頼性
（複数該当時はその配点を累加）

-6.0 ◎ -6.0 ◎ ◎

市内下請け 1.0 ◎ 1.0 選択 選択

材料調達（材料等示す ） 1.0 選択 1.0 選択 選択

－ － ⑤ 6.0 ◎

－ － ⑥ 12.0 ◎

(必須項目) (17.0) (必須項目) (27.0) (37.0)

20.0 30.0 40.0

※１ 告示に記載の参加資格における名簿登載業種と同じ業種とする。 ◎は必須評価項目

－

①

②

③

⑤

評価項目の対象及び評価点の配点表

○○○○○○○工事

さいたま市○○区○○○地内

項　　　目

① －
施工計画の適切性
(簡易型） ◎

(1項目
選択)

② ① 企業の技術能力

③ ②

配置予定技術者の
技術能力

ヒアリング

技術提案を実現するための施工計画　（技術提案型）

配点合計

加算点上限

企業倫理や信頼性等

⑥ ⑦ その他

技術提案　（技術提案型）

④ ③

企業の社会性や地域
で安心・安全な工事
を実施する能力
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（７）特別簡易型における評価項目

配点 得点

2.0

1.6

1.2

0.8

0.4

0.0

0.0

0.0

基準日

４月１日

７月１日

１０月１日

１月１日

　　 （２）表彰の部門は問わない。
※４　特定ＪＶとしての参加の場合、全ての構成員がその評価基準を満たした場合に評価する。

0.5

７４点以上、７５点未満

　   （２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の「工事成績評定」も、評価の対象とする。

     （３）特定ＪＶとしての参加の場合、「工事成績評定」は全ての構成員の対象工事の平均
　　　　　 点で評価する。

1.0

①　企業の技術能力

必須評価項目
評価項目 評価基準

ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１
のいずれかを取得している。

工事成績評定
（業種別）
（※１,２）

対象期間２年間のさいたま市発注工事の工事成績評定の平
均点が７８点以上

ＩＳＯ９００１かつＩＳＯ１４００１（又はエコアクショ
ン２１）を取得している。

７７点以上、７８点未満

７６点以上、７７点未満

７５点以上、７６点未満

７４点未満

４月１日～　６月３０日 平成２９年　１月１日～平成３０年１２月３１日

/ 2.0

※２　四半期の初日（１月１日）を基準日とし、公告日以前の直近の基準日より２年３ヶ月前の
　　　日から起算して２年間に工事完成検査を行った工事の平均点とする。

取得していない。

/ 1.0

さいたま市優秀建設
工事業者表彰
（業種別）（※３）

過去２年度間にさいたま市優秀建設工事業者表彰を受け
た。

1.0
/ 1.0

受けていない。

ＩＳＯ認証の取得
（※４）

※１ （１）企業の「工事成績評定」は、元請として施工した工事を評価の対象とする。

平成３１年度の
公告日

工事成績対象期間（工事完成検査日）

※３ （１）特定ＪＶによる受賞者は、得点（１点）を出資比率により配分する。
　　　 　　また、単体企業での受賞がある場合は、単体企業での受賞を優先し、複数の特定ＪＶ
  　　　　 での受賞がある場合は、得点の高いものを優先する。

平成２９年　４月１日～平成３１年　３月３１日

平成２９年　７月１日～平成３１年　６月３０日

平成２９年１０月１日～平成３１年　９月３０日

７月１日～　９月３０日

１０月１日～１２月３１日

１月１日～　３月３１日
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②　配置予定技術者等の技術能力

必須評価項目

配点 得点

0.0

1.6

1.2

0.8

0.4

0.0

2.0

1.0

2.0

1.0

※３

基準日

４月１日

７月１日

１０月１日

１月１日

工事成績評定
（業種別）
（※２,３）

配置予定技術者の対象期間２年間のさいたま市発注工事の工事
成績評定の平均点が７８点以上

2.0

７５点以上、７６点未満

/ 1.0

上記の資格を保有していない。

/ 2.0

７７点以上、７８点未満

７６点以上、７７点未満

７４点以上、７５点未満

７４点未満

評価項目 評価基準

保有資格
（※１）

１級国家資格、1級建築士、技術士のいずれかを保有してい
る。

1.0

　　 （２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の「工事成績評定」も、評価の対象とする。

若手技術者の配置
（※５）

３５歳未満の若手技術者を、当該工事の配置予定技術者又は現
場代理人に配置する。

/ 2.0４０歳未満の若手技術者を、当該工事の配置予定技術者又は現
場代理人に配置する。

◎   特定ＪＶで参加する場合の評価は、「若手技術者の配置」においては全ての構成員がその評価
　　 基準を満たした場合に加点評価する。ただし、それ以外の評価項目は代表構成員のみを対象と
     する。

継続教育（ＣＰＤ）
の取組み状況
（※４）

指定する団体の推奨単位以上の取得がある。

※１ ｢保有資格」は、当該工事に関連する資格に限る。
　　 また、１級国家資格者（建設業法による１級技術検定に合格した者）及び技術士の資格は、該
     当する種目や部門に限る。

※２ （１）配置予定技術者の「工事成績評定」は、元請の主任（監理）技術者、現場代理人として
　　　工事完成時点に従事していた工事を評価の対象とする。

指定する団体の推奨単位の１/２以上取得がある。
/ 2.0

上記のいずれにも該当しない。 0.0

指定する団体での取組みがない。又は、指定する団体での取組
みはあるが、推奨単位の１/２未満である。

0.0

※４ 指定する団体での取組みがある場合は、取得単位（時間）のわかる証明書を添付すること。

※５ 配置する若手技術者とは、入札公告日時点において３ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用を
　　 されている技術者とする。

４月１日～　６月３０日 平成２９年　１月１日～平成３０年１２月３１日

７月１日～　９月３０日 平成２９年　４月１日～平成３１年　３月３１日

１０月１日～１２月３１日 平成２９年　７月１日～平成３１年　６月３０日

１月１日～　３月３１日 平成２９年１０月１日～平成３１年　９月３０日

四半期の初日（１月１日）を基準日とし、公告日以前の直近の基準日より２年３ヶ月前の日か
ら起算して２年間に工事完成検査を行った工事の平均点とする。

平成３１年度の
公告日

工事成績対象期間（工事完成検査日）
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必須評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

公告日時点で、１級国家資格、１級建築士、技術士のいずれかの
資格を保有している、４０歳未満の若手技術者を、３ヶ月以上雇
用している。（※１）

2.0

上記の技術者を雇用していない。 0.0

当該年度におけるさいたま市発注の総合評価方式を適用する工事
の受注件数が無い

1.0

受注件数が１件 0.5

受注件数が２件以上 0.0

選択評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

実績等がない。 0.0

③　企業の社会性や地域で安心・安全な工事を実施する能力

若手技術者の雇用状況 / 2.0

次世代育成支援

次世代育成支援対策推進法第１２条第１項若しくは第４項に基づ
く一般事業主行動計画の届出がある。又は、同法第１５条の２の
規定による認定を受けている。

2.0

/ 2.0

法第１２条第１項若しくは第４項の届出がない。かつ、法第１５
条の２の規定による認定を受けていない。

0.0

※２ 当該年度に公告した総合評価方式の適用工事（全ての型式を対象）の受注件数を評価する。特
　　 定ＪＶとして参加した場合についても１件として扱うこととする。

※４ 「災害時協力活動」とは、地震、風水害、雪害等の災害時における応急復旧等の活動をいう。

　　 「協定又は契約」は団体で締結しているものであっても、その団体に加盟し、災害時協力活動に

　　 協力することとなっている場合は評価の対象とする。

手持ち工事量
（業種別）
（※２）

/ 1.0

※３ 主に、土木工事（水道工事を含む）を対象とする。

※１ 当該工事に関連する資格に限る。また、１級国家資格者（建設業法による１級技術検定に
     合格した者）及び技術士の資格は、該当する種目や部門に限る。

◎   特定ＪＶとしての参加の場合、全ての構成員がその評価基準を満たした場合に加点評価する。

地域の安心・安全への
貢献の実績
(※３）

過去５年間に、さいたま市との間に締結した災害時協力活動に関
する協定又は契約に基づく、本市からの要請、指示等による活動
実績がある。(※４）

2.0

/ 2.0さいたま市との間に、災害時協力活動に関する協定又は契約を締
結している。又は、過去５年間に、さいたま市内で自主的に行っ
た、公共性のある災害時協力活動の実績がある。(※３）

1.0

◎　　特定ＪＶとしての参加の場合、「手持ち工事量（業種別）」においては、いずれかの構成員が
　　　該当する場合を対象とするが、それ以外の評価項目では、全ての構成員がその評価基準を満た
　　　した場合に加点評価する。
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必須評価項目
評価項目 評価基準 配点 得点

必須評価項目
評価項目 評価基準 配点 得点

下請けを市内企業から選定する。 1.0

選定しない。 0.0

選択評価項目
評価項目 評価基準 配点 得点

購入しない。 0.0

※２ 市内業者とは、市内に本社、営業所（代理店を含む）、工場を有する企業とする。

過去２年度間にさいたま市発注工事の総合評価方式で技術
資料及び技術提案の内容に基づき履行できなかった。

-2.0

過去２年度間にさいたま市発注工事の工事成績評定で６５
点未満の工事を施工した。

-2.0

④　企業倫理や信頼性等

企業の信頼性
（複数該当するときは
その配点を累加）

公告日から起算して過去２年間にさいたま市建設工事等請
負業者入札参加停止要綱による入札参加停止措置やさいた
ま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱に
より指名から除外措置をうけた。

-2.0

/－6.0

　　（２）市内企業とは、さいたま市内に本店を有する企業とする。

　　（３）市内下請けは、1次下請けとする。

◎ 特定ＪＶとしての参加の場合、過去に構成員が特定ＪＶを構成して施工した工事が、減点の
　 対象となっている場合は、その構成員を含む特定ＪＶに対して、減点をする。

⑤　その他

市内下請け
（※１）

/ 1.0

材料調達
（※２）

工事材料、製品等（材料や製品を示す）を市内業者から購
入する。

1.0

※１（１）入札参加者が市内企業で、下請負人を使用しない場合は「下請けを市内企業から選定
　　　　　する」とみなす。

/ 1.0
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（８）簡易型における評価項目

①　施工計画の適切性

必須評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

適切ではあるが、特に工夫がみられない。 0.0

不適切である。

選択評価項目　※１項目選択

評価項目 評価基準 配点 得点

適切ではあるが、特に工夫がみられない。 0.0

不適切である。

適切ではあるが、特に工夫がみられない。 0.0

不適切である。

適切ではあるが、特に工夫がみられない。 0.0

不適切である。

適切ではあるが、特に工夫がみられない。 0.0

不適切である。

5.0

良質な材料の調達、現場条件に応じた施工方法、施工管理
など品質確保のための工夫がみられる。

欠格

現場条件に応じた安全管理がなされ、安全管理を高めるた
めの工夫がみられる。

配慮すべき事項が現場条件に応じた内容であるとともに、
重要な項目が記載され工夫がみられる。

/ 3.0

欠格

3.0

/ 5.0施工上配慮すべき
事項の適切性

品質管理の適切性

安全管理の適切性

欠格

/ 3.0

欠格

3.0

　　工事目的物を施工するにあたり、施工方法等について、発注者が、指定もしく
　は任意の意思を明確に設定するものとし、入札説明書に明記する。

/ 5.0

工事工程が適切であるとともに、主要な工種の施工手順が
適切であり、工夫がみられる。

3.0
/ 3.0

5.0
発注者が指定した工事目的物の性能、機能に関する事項、
社会的要請に関する事項等への対応が適切であり、重要な
項目が記載され工夫がみられる。発注者が指定した

施工上の課題への
的確性

欠格

工程管理の適切性
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配点 得点

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

0.0

0.0

※１

※２

※３

基準日

４月１日

７月１日

１０月１日

１月１日

※４

（２）表彰の部門は問わない。

※５

（１）特定ＪＶによる受賞者は、得点（２点）を出資比率により配分する。
　　　また、単体企業での受賞がある場合は、単体企業での受賞を優先し、複数の特定ＪＶ
　　　での受賞がある場合は、得点の高いものを優先する。

７月１日～　９月３０日 平成２９年　４月１日～平成３１年　３月３１日

１０月１日～１２月３１日 平成２９年　７月１日～平成３１年　６月３０日

１月１日～　３月３１日 平成２９年１０月１日～平成３１年　９月３０日

（２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の｢施工実績」及び「工事成績評定」も、評
　　　価の対象とする。

各四半期の初日（４月１日、７月１日、１０月１日、１月１日）を基準日とし、公告日以前
の直近の基準日より２年３ヶ月前の日から起算して２年間に工事完成検査を行った工事の平
均点とする。

平成３１年度の
公告日

工事成績対象期間（工事完成検査日）

４月１日～　６月３０日 平成２９年　１月１日～平成３０年１２月３１日

（３）特定ＪＶとしての参加の場合、｢施工実績」はいずれかの構成員が該当する場合に評
　　　価し、「工事成績評定」は全ての構成員の対象工事の平均点で評価する。

（１）企業の｢施工実績」及び「工事成績評定」は、元請として施工した工事を評価の対象
　　　とする。

ＩＳＯ認証の取得
（※５）

ＩＳＯ９００１かつＩＳＯ１４００１（又はエコアクショ
ン２１）を取得している。

企業の｢施工実績」は、工事成績評定６５点未満の本市発注工事を評価の対象外とする。

/ 2.0

受けていない。

工事成績評定
（業種別）
（※２,３）

対象期間２年間のさいたま市発注工事の工事成績評定の平
均点が７８点以上

2.0

/ 2.0ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１
のいずれかを取得している。

1.0

取得していない。

７７点以上、７８点未満

７５点以上、７６点未満

さいたま市優秀建設
工事業者表彰
（業種別）（※４）

過去２年度間にさいたま市優秀建設工事業者表彰を受け
た。

2.0

特定ＪＶとしての参加の場合、全ての構成員がその評価基準を満たした場合に評価する。

②　企業の技術能力

必須評価項目
評価項目 評価基準

過去１０年間に本市発注工事で同種の施工実績がある。

施工実績
（※１,２）

2.0

/ 2.0過去１０年間に公共工事で同種の施工実績がある。 1.0

過去１０年間に公共工事で同種の施工実績がない。 0.0

/ 2.0７６点以上、７７点未満

７５点未満
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③　配置予定技術者の技術能力

必須評価項目

配点 得点

0.0

1.5

1.0

0.5

0.0

2.0

1.0

◎   

※１

※２

※３

※４

基準日

４月１日

７月１日

１０月１日

１月１日

※５

評価項目

過去１０年間に本市発注工事で同種の施工経験がある。

過去１０年間に公共工事で同種の施工経験がある。

評価基準

１級国家資格、1級建築士、技術士のいずれかを保有してい
る。

上記の資格を保有していない。

保有資格
（※１）

（１）配置予定技術者の｢施工経験」及び「工事成績評定」は、元請の主任（監理）技術
　　　者、現場代理人として工事完成時点に従事していた工事を評価の対象とする。
      なお、「施工経験」に関する従事状況は、原則CORINSで確認できるものを評価の
　　　対象とする。

｢保有資格」は、当該工事に関連する資格に限る。
また、１級国家資格者（建設業法による１級技術検定に合格した者）及び技術士の資格は、該
当する種目や部門に限る。

/ 2.0

工事成績評定
（業種別）
（※３,４）

特定ＪＶで参加する場合の評価は、代表構成員のみを対象とする。

配置予定技術者の｢施工経験」は、工事成績評定６５点未満の本市発注工事を評価の対象外と
する。

７７点以上、７８点未満

対象期間２年間のさいたま市発注工事の工事成績評定の平均点
が７８点以上

2.0

７６点以上、７７点未満

７５点以上、７６点未満

７５点未満

継続教育（ＣＰＤ）
の取組み状況
（※５）

指定する団体での取組みがない。又は、指定する団体での取組
みはあるが、推奨単位の１/２未満である。

/ 2.0

0.0

1.0
/ 1.0

2.0

/ 2.01.0

指定する団体の推奨単位以上の取得がある。

指定する団体の推奨単位の１/２以上取得がある。

過去１０年間に公共工事で同種の施工経験がない。

施工経験
（※２,３）

0.0

指定する団体での取組みがある場合は、取得単位（時間）のわかる証明書を添付すること。

（２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の｢施工経験」及び「工事成績評定」も、評
　　　価の対象とする。

平成２９年　７月１日～平成３１年　６月３０日１０月１日～１２月３１日

平成２９年　１月１日～平成３０年１２月３１日

平成２９年　４月１日～平成３１年　３月３１日

平成２９年１０月１日～平成３１年　９月３０日

４月１日～　６月３０日

７月１日～　９月３０日

１月１日～　３月３１日

平成３１年度の
公告日

工事成績対象期間（工事完成検査日）

各四半期の初日（４月１日、７月１日、１０月１日、１月１日）を基準日とし、公告日以前の
直近の基準日より２年３ヶ月前の日から起算して２年間に工事完成検査を行った工事の平均点
とする。
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選択評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

上記の工事がない。 0.0

当該工事に有効な資格を有している。 2.0

上記の資格を保有していない。 0.0

その他 0.0

当該工事について適切に理解している。 1.0

その他 0.0

その他 0.0

2.0

専門性を要する資格
（※２）

2.0

/ 2.0

当該工事について適切に理解した上で、質問や提案
等積極的な取り組み姿勢がみられる。

工事成績評定（直近)
（業種別）
（※１）

公告日から起算して過去５年間におけるさいたま市
発注工事で、直近２工事の工事成績評定のうち、７
８点以上の工事がある。

2.0

　　（２）特定ＪＶで参加する場合の評価は、いずれかの構成員が該当する場合に評価する。

2.0

1.0

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的
に参画し、創意工夫等の積極的な取り組みが確認で
きる。

/ 2.0

/ 2.0

/ 2.0

※２（１）当該工事の特性に応じ、コンクリート主任技士、コンクリート診断士、土木鋼
　　　　　構造診断士等を設定する。

当該工事の理解度・取り
組み姿勢
（ヒアリングにより判断
する）

対応能力
（ヒアリングにより判断
する）

※１（１）配置予定技術者の「工事成績評定」は、元請の主任（監理）技術者、現場代理人
　　　　　として工事完成時点に従事していた工事を評価の対象とする。

　　（２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の「工事成績評定」も、評価の対象と
　　　　　する。また、特定ＪＶで参加する場合の評価は、代表構成員のみを対象とする。

専門技術力
（ヒアリングにより判断
する） 実績として挙げた工事の担当分野において、適切な

工事管理を行なったことが確認できる。

/ 2.0

近隣住民や第三者に対して工事説明や苦情処理など
の対応が適切にできる。
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必須評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

法定雇用率を満たしていない。又は、雇用していない。 0.0

選択評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

公告日時点で、１級国家資格、１級建築士、技術士のいずれか
の資格を保有している、４０歳未満の若手技術者を、３ヶ月以
上雇用している。（※４）

1.0

上記の技術者を雇用していない。 0.0

本店の所在地が市内である。 2.0

本店の所在地が市内でない。 0.0

実績等がない。 0.0

実績がない。 0.0

　　 「協定又は契約」は団体で締結しているものであっても、その団体に加盟し、災害時協力活動に

　　 協力することとなっている場合は評価の対象とする。

※４ 当該工事に関連する資格に限る。また、１級国家資格者（建設業法による１級技術検定に
     合格した者）及び技術士の資格は、該当する種目や部門に限る。

/ 2.0

ボランティア活動の
実績

さいたま市との間に、災害時協力活動に関する協定又は契約を
締結している。又は、過去５年間に、さいたま市内で自主的に
行った、公共性のある災害時協力活動の実績がある。(※５）

1.0

地域の安心・安全へ
の貢献の実績
(※３）

④　企業の社会性や地域で安心・安全な工事を実施する能力

障害者の雇用促進等に関する法律の法定雇用率２.２％に１％を
加えた率で障害者を雇用している。又は、法定雇用義務はない
が障害者を雇用している。

2.0

/ 2.0
障害者の雇用促進等に関する法律の法定雇用率２.２％を満たす
障害者を雇用している。

次世代育成支援

労働福祉の状況
1.0

※２ 入札参加者条件を、市内本店以外も可能とした場合を対象とする。

※３ 主に、土木工事（水道工事を含む）を対象とする。

◎   特定ＪＶとしての参加の場合、全ての構成員がその評価基準を満たした場合に加点評価する。

過去２年度間にさいたま市が関連する公共施設管理に関するボ
ランティア活動を行った実績がある。

2.0

※５ 「災害時協力活動」とは、地震、風水害、雪害等の災害時における応急復旧等の活動をいう。

◎　 特定ＪＶとしての参加の場合、全ての構成員がその評価基準を満たした場合に加点評価する。

過去５年間に、さいたま市との間に締結した災害時協力活動に
関する協定又は契約に基づく、本市からの要請、指示等による
活動実績がある。(※５）

2.0

次世代育成支援対策推進法第１２条第１項若しくは第４項に基
づく一般事業主行動計画の届出がある。又は、同法第１５条の
２の規定による認定を受けている。

2.0

/ 2.0

法第１２条第１項若しくは第４項の届出がない。かつ、法第１
５条の２の規定による認定を受けていない。

0.0

若手技術者の雇用状
況
(※１)

/ 1.0

/ 2.0

※１ 主に、入札参加者条件を、市内本店とした場合を対象とする。

地理的条件
(※２)

/ 2.0
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必須評価項目
評価項目 評価基準 配点 得点

選択評価項目
評価項目 評価基準 配点 得点

下請けを市内企業から選定する。 1.0

選定しない。 0.0

購入しない。 0.0

※２ 市内業者とは、市内に本社、営業所（代理店を含む）、工場を有する企業とする。

◎ 特定ＪＶとしての参加の場合、過去に構成員が特定ＪＶを構成して施工した工事が、減点の
　 対象となっている場合は、その構成員を含む特定ＪＶに対して、減点をする。

市内下請け
（※１）

-2.0

/ 1.0

過去２年度間にさいたま市発注工事の総合評価方式で技術
資料及び技術提案の内容に基づき履行できなかった。

材料調達
（※２）

　　（３）市内下請けは、1次下請けとする。

-2.0

※１（１）入札参加者が市内企業で、下請負人を使用しない場合は「下請けを市内企業から選定
　　　　　する」とみなす。

　　（２）市内企業とは、さいたま市内に本店を有する企業とする。

⑥　その他

/ 1.0

1.0
工事材料、製品等（材料や製品を示す）を市内業者から購
入する。

⑤　企業倫理や信頼性等

公告日から起算して過去２年間にさいたま市建設工事等請
負業者入札参加停止要綱による入札参加停止措置やさいた
ま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱に
より指名から除外措置をうけた。

-2.0

/－6.0

過去２年度間にさいたま市発注工事の工事成績評定で６５
点未満の工事を施工した。

企業の信頼性
（複数該当するときは
その配点を累加）
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（９）技術提案型における評価項目

配点 得点

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

0.0

0.0

※１

※２

※３

基準日

４月１日

７月１日

１０月１日

１月１日

※４

（２）表彰の部門は問わない。

※５

平成３１年度の
公告日

工事成績対象期間（工事完成検査日）

７月１日～　９月３０日 平成２９年　４月１日～平成３１年　３月３１日

各四半期の初日（４月１日、７月１日、１０月１日、１月１日）を基準日とし、公告日以前
の直近の基準日より２年３ヶ月前の日から起算して２年間に工事完成検査を行った工事の平
均点とする。

（２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の｢施工実績」及び「工事成績評定」も、評
　　　価の対象とする。

必須評価項目
評価項目 評価基準

受けていない。

過去１０年間に本市発注工事で同種の施工実績がある。 2.0

企業の｢施工実績」は、工事成績評定６５点未満の本市発注工事を評価の対象外とする。

/ 2.0過去１０年間に公共工事で同種の施工実績がある。

７７点以上、７８点未満

７６点以上、７７点未満

７５点以上、７６点未満

７５点未満

ＩＳＯ９００１かつＩＳＯ１４００１（又はエコアクショ
ン２１）を取得している。

特定ＪＶとしての参加の場合、全ての構成員がその評価基準を満たした場合に評価する。

（１）特定ＪＶによる受賞者は、得点（２点）を出資比率により配分する。
　　　また、単体企業での受賞がある場合は、単体企業での受賞を優先し、複数の特定ＪＶ
　　　での受賞がある場合は、得点の高いものを優先する。

①　企業の技術能力

施工実績
（※１,２）

ＩＳＯ認証の取得
（※５）

（１）企業の｢施工実績」及び「工事成績評定」は、元請として施工した工事を評価の対象
　　　とする。

1.0

過去１０年間に公共工事で同種の施工実績がない。

４月１日～　６月３０日 平成２９年　１月１日～平成３０年１２月３１日

１０月１日～１２月３１日 平成２９年　７月１日～平成３１年　６月３０日

１月１日～　３月３１日 平成２９年１０月１日～平成３１年　９月３０日

0.0

取得していない。

2.0

ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１
のいずれかを取得している。

（３）特定ＪＶとしての参加の場合、｢施工実績」はいずれかの構成員が該当する場合に評
　　　価し、「工事成績評定」は全ての構成員の対象工事の平均点で評価する。

工事成績評定
（業種別）
（※２,３）

対象期間２年間のさいたま市発注工事の工事成績評定の平
均点が７８点以上

/ 2.0

さいたま市優秀建設
工事業者表彰
（業種別）（※４）

/ 2.01.0

過去２年度間にさいたま市優秀建設工事業者表彰を受け
た。

2.0
/ 2.0
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②　配置予定技術者の技術能力

必須評価項目

配点 得点

0.0

1.5

1.0

0.5

0.0

2.0

1.0

◎   

※１

※２

※３

※４

基準日

４月１日

７月１日

１０月１日

１月１日

※５

平成２９年１０月１日～平成３１年　９月３０日１月１日～　３月３１日

平成２９年　４月１日～平成３１年　３月３１日

平成２９年　７月１日～平成３１年　６月３０日

指定する団体での取組みがある場合は、取得単位（時間）のわかる証明書を添付すること。

１０月１日～１２月３１日

４月１日～　６月３０日

７月１日～　９月３０日

平成２９年　１月１日～平成３０年１２月３１日

/ 2.0

0.0

指定する団体の推奨単位以上の取得がある。

指定する団体の推奨単位の１/２以上取得がある。

指定する団体での取組みがない。又は、指定する団体での取組み
はあるが、推奨単位の１/２未満である。

工事成績評定
（業種別）
（※３,４）

継続教育（ＣＰＤ）
の取組み状況
（※５）

｢保有資格」は、当該工事に関連する資格に限る。
また、１級国家資格者（建設業法による１級技術検定に合格した者）及び技術士の資格は、該
当する種目や部門に限る。

/ 2.0

2.0

各四半期の初日（４月１日、７月１日、１０月１日、１月１日）を基準日とし、公告日以前の
直近の基準日より２年３ヶ月前の日から起算して２年間に工事完成検査を行った工事の平均点
とする。

平成３１年度の
公告日

工事成績対象期間（工事完成検査日）

評価項目

過去１０年間に本市発注工事で同種の施工経験がある。

過去１０年間に公共工事で同種の施工経験がある。

評価基準

１級国家資格、1級建築士、技術士のいずれかを保有している。

上記の資格を保有していない。

施工経験
（※２,３）

保有資格
（※１）

過去１０年間に公共工事で同種の施工経験がない。

1.0

1.0

/ 1.0

2.0

/ 2.0

0.0

対象期間２年間のさいたま市発注工事の工事成績評定の平均点が
７８点以上

特定ＪＶで参加する場合の評価は、代表構成員のみを対象とする。

７７点以上、７８点未満

配置予定技術者の｢施工経験」は、工事成績評定６５点未満の本市発注工事を評価の対象外とす
る。

（２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の｢施工経験」及び「工事成績評定」も、
　　　評価の対象とする。

７６点以上、７７点未満

７５点以上、７６点未満

７５点未満

（１）配置予定技術者の｢施工経験」及び「工事成績評定」は、元請の主任（監理）技術者、
      現場代理人として工事完成時点に従事していた工事を評価の対象とする。
      なお、「施工経験」に関する従事状況は、原則CORINSで確認できるものを評価の対象
      とする。
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選択評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

上記の工事がない。 0.0

当該工事に有効な資格を有している。 2.0

上記の資格を保有していない。 0.0

その他 0.0

当該工事について適切に理解している。 1.0

その他 0.0

その他 0.0

専門技術力
（ヒアリングにより判
断する）

工事成績評定（直近)
（業種別）
（※１）

公告日から起算して過去５年間におけるさいたま市発注工
事で、直近２工事の工事成績評定のうち、７８点以上の工
事がある。

2.0
/ 2.0

専門性を要する資格
（※２）

/ 2.0

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画
し、創意工夫等の積極的な取り組みが確認できる。

2.0

/ 2.0
実績として挙げた工事の担当分野において、適切な工事管
理を行なったことが確認できる。

1.0

当該工事の理解度・取
り組み姿勢
（ヒアリングにより判
断する）

当該工事について適切に理解した上で、質問や提案等積極
的な取り組み姿勢がみられる。

2.0

/ 2.0

※１（１）配置予定技術者の「工事成績評定」は、元請の主任（監理）技術者、現場代理人と
　　　　　して工事完成時点に従事していた工事を評価の対象とする。

　　（２）特定ＪＶで参加する場合の評価は、いずれかの構成員が該当する場合に評価する。

　　（２）過去に特定ＪＶを構成して施工した工事の「工事成績評定」も、評価の対象とする。
　　　　　また、特定ＪＶで参加する場合の評価は、代表構成員のみを対象とする。

対応能力
（ヒアリングにより判
断する）

近隣住民や第三者に対して工事説明や苦情処理などの対応
が適切にできる。

2.0
/ 2.0

※２（１）当該工事の特性に応じ、コンクリート主任技士、コンクリート診断士、土木鋼
　　　　　構造診断士等を設定する。

32



必須評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

法定雇用率を満たしていない。又は、雇用していない。 0.0

選択評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

公告日時点で、１級国家資格、１級建築士、技術士のいずれか
の資格を保有している、４０歳未満の若手技術者を、３ヶ月以
上雇用している。（※４）

1.0

上記の技術者を雇用していない。 0.0

本店の所在地が市内である。 2.0

本店の所在地が市内でない。 0.0

実績等がない。 0.0

実績がない。 0.0

　　 「協定又は契約」は団体で締結しているものであっても、その団体に加盟し、災害時協力活動に

　　 協力することとなっている場合は評価の対象とする。

※１ 主に、入札参加者条件を、市内本店とした場合を対象とする。

2.0

1.0

地理的条件
(※２)

◎　 特定ＪＶとしての参加の場合、全ての構成員がその評価基準を満たした場合に加点評価する。

◎   特定ＪＶとしての参加の場合、構成員全てがその評価基準を満たした場合に加点評価する。

次世代育成支援

③　企業の社会性や地域で安心・安全な工事を実施する能力

障害者の雇用促進等に関する法律の法定雇用率２.２％に１％を
加えた率で障害者を雇用している。又は、法定雇用義務はない
が障害者を雇用している。

2.0

/ 2.0
障害者の雇用促進等に関する法律の法定雇用率２.２％を満たす
障害者を雇用している。

1.0

労働福祉の状況

次世代育成支援対策推進法第１２条第１項若しくは第４項に基
づく一般事業主行動計画の届出がある。又は、同法第１５条の
２の規定による認定を受けている。

2.0

/ 2.0

法第１２条第１項若しくは第４項の届出がない。かつ、法第１
５条の２の規定による認定を受けていない。

0.0

※５ 「災害時協力活動」とは、地震、風水害、雪害等の災害時における応急復旧等の活動をいう。

※４ 当該工事に関連する資格に限る。また、１級国家資格者（建設業法による１級技術検定に
     合格した者）及び技術士の資格は、該当する種目や部門に限る。

地域の安心・安全
への貢献の実績
(※３）

ボランティア活動
の実績

過去２年度間にさいたま市が関連する公共施設管理に関するボ
ランティア活動を行った実績がある。

2.0
/ 2.0

/ 2.0

過去５年間に、さいたま市との間に締結した災害時協力活動に
関する協定又は契約に基づく、本市からの要請、指示等による
活動実績がある。(※５）

さいたま市との間に、災害時協力活動に関する協定又は契約を
締結している。又は、過去５年間に、さいたま市内で自主的に
行った、公共性のある災害時協力活動の実績がある。(※５）

/ 1.0

※２ 入札参加者条件を、市内本店以外も可能とした場合。

※３ 主に、土木工事（水道工事を含む）を対象とする。

/ 2.0

若手技術者の雇用
状況
(※１)
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必須評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

⑤　技術提案

必須評価項目

評価基準 得点

④　企業倫理や信頼性等

公告日から起算して過去２年間にさいたま市建設工事等請負
業者入札参加停止要綱による入札参加停止措置やさいたま市
の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱により指
名から除外措置をうけた。

-2.0

/－6.0

  技術提案が標準値に満たない場合 欠格

◎ 特定ＪＶとしての参加の場合、過去に構成員が特定ＪＶを構成して施工した工事が、減点の
　 対象となっている場合は、その構成員を含む特定ＪＶに対して、減点をする。

過去２年度間にさいたま市発注工事の工事成績評定で６５点
未満の工事を施工した。

-2.0

過去２年度間にさいたま市発注工事の総合評価方式で技術資
料及び技術提案の内容に基づき履行できなかった。

-2.0

企業の信頼性
（複数該当する
ときはその配点
を累加）

・歩行者用通路として確保できる幅員等（施工に伴う安全対策）
・工事施工に伴う、交通止めなど交通規制日数の短縮日数等（交通へ影響）
・工事施工による、水質汚濁防止のための排水の浮遊物の低減量や騒音の
　低減量
・工事現場からの建設廃材の排出量の低減量等（環境への影響）
・供用開始を早めるための工期の短縮日数等（工期の短縮）
・間伐材、伐採除根材等のリサイクルの率の向上等（その他）

評価項目

【工事目的物の性能、機能向上に関する例】

・提案数値による定量評価
・舗装構造提案による走行騒音の低減量
・建物構造提案による構造強度の増加量
・ポンプ構造提案による排水能力量の増加量等

提案数値
による

定量評価
/  6.0

【社会的要請への対応に関する例】
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⑥　技術提案を実現するための施工計画

必須評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

特に工夫がみられない。 0.0

施工計画が不適切である。

選択評価項目

評価項目 評価基準 配点 得点

下請けを市内企業から選定する。 1.0

選定しない。 0.0

購入しない。 0.0

※２ 市内業者とは、市内に本社、営業所（代理店を含む）、工場を有する企業とする。

※１（１）入札参加者が市内企業で、下請負人を使用しない場合は「下請けを市内企業から選定
　　　　　する」とみなす。

　　（２）市内企業とは、さいたま市内に本店を有する企業とする。

　　（３）市内下請けは、1次下請けとする。

市内下請け
（※１）

/ 1.0

工事材料、製品等（材料や製品を示す）を市内業者から購入
する。

1.0
/ 1.0

材料調達
（※２）

⑦　その他

現地条件（地形、地質、環境、地域特性、近隣への配慮、安
全管理等）に合った提案であるとともに、技術的な裏付けも
十分なされている。また、施工計画の内容に優位な工夫もみ
られ、提案された品質等の確保が確実である。

12.0

/ 12.0

現地条件（地形、地質、環境、地域特性、近隣への配慮、安
全管理等）に合った提案であり、技術的な裏付けもなされて
いる。また、施工計画の内容に工夫もみられ、提案された品
質等の確保がなされる。

8.0 施工計画の適切性

  ・与条件との整合性
  ・技術的裏付け　等

現地条件（地形、地質、環境、地域特性、近隣への配慮、安
全管理等）に合った適切な施工計画であり、工夫がみられる
とともに提案された品質等の確保が見込まれる。

4.0

欠格
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６ 総合評価による落札者の決定 

（１）評価値の算出と落札者の決定方法 

無効や失格を除いた入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるものの

うち、総合評価による評価値の最も高いものを落札者とする。 

評価値の算出方法は、「除算方式」又は「加算方式」とする。 

① 除算方式 ・・・ 発注金額が高額な案件に原則適用 

評価値＝
技術評価点 

＝
標準点（基礎点）＋加算点 

入札価格 入札価格 

※１ 評価値は、小数点以下４位までとし、５位を四捨五入する。 

※２ 標準点（基礎点）は１００点とする。 

※３ 入札価格は、億円単位とし、消費税及び地方消費税を含まない。 

※４ 加算点の上限は、特別簡易型２０点、簡易型３０点、技術提案型４０点とする。

※１
※２

※３

※４
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② 加算方式 ・・・ 発注金額が比較的少額な案件に原則適用 

評価値＝価格評価点＋技術評価点 

※１ 評価値は、小数点以下４位までとし、５位を四捨五入する。    

※２ 価格評価点の満点は、入札価格が最低価格での入札で、技術評価点が配点した点に対して満

点となった場合に、評価値が１００点となるように設定する。 

価格評価点＝価格評価点（満点）×

価格評価点（満点）＝（１００－技術評価点） 

（最低価格とは、入札時に有効とした最低入札価格(低入札価格調査の結果失格となったも

のは除く。)をいう。） 

※３ 技術評価点は、加算点とする。 

技術評価点の上限は、特別簡易型２０点、簡易型３０点、技術提案型４０点とする。 

（このとき、価格評価点（満点）はそれぞれ８０点、７０点、６０点となる。） 

最低価格 

入札価格 

※２ ※３※１
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（２）技術評価点等の考え方 

『除算方式』における技術評価点は、標準点（基礎点）に加算点を加

えたものとする。 

標準点は、発注者の示した標準的な施工がおこなわれる場合に、１０

０点を付与する。 

『加算方式』における技術評価点は、加算点とする。 

加算点の上限値は、特別簡易型２０点、簡易型３０点、技術提案型４

０点とする。 

また、加算点は、評価の結果得られた得点の合計値とする。ただし、

配点にあたって、満点が上限値を超えるときは、満点が上限値となるよ

うに補正を行う。 

 なお、評価項目の「施工計画の適切性」、「技術提案」及び「技術提案

を実現するための施工計画」において、欠格となった場合は、その者の

技術評価点は算出せず、入札は無効とする。また、加算点がマイナスと

なった者は技術評価点を０点とする。 

（３）入札価格について 

入札参加者は、「技術提案（簡易な施工計画を含む）」の内容に基づく

入札を行うものとする。 

低入札価格調査により失格となった入札や予定価格の制限の範囲を超

過した入札は、価格評価点、評価値は算出しない。 

（４）技術資料の評価 

技術資料の評価は、公平性・透明性を図るとともに専門性を高めるた

め、さいたま市建設工事総合評価審査委員会（以下「審査委員会」とい

う。）と契約管理部で審査及び評価をし、技術評価点を算出する。 

 審査委員会では、工事発注時に「施工計画の適切性」の課題設定等を

加算点の補正計算（例） 

簡易型で必須評価項目２７点、選択評価項目７点、合計３４点を配点した

場合で、評価の結果Ａ社の得点の合計点が２２点であったとき、次のように

補正する。 

加算点  ＝ 得点の合計点 × 
加算点の上限値 

評価点の満点 

     ＝ ２２点 × 
３０点 

＝ １９．４点 
３４点 

           （小数点以下は１位までとし、２位を四捨五入する。） 
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審査していることから、「施工計画の適切性」の評価をし、契約管理部で

は「施工計画の適切性」以外の評価を行う。 

 なお、技術提案型の「技術提案」及び「技術提案を実現するための施

工計画」の評価については、審査委員会で審査した後に、さいたま市技

術審査委員会に諮るものとする。 

審査委員会で審査する技術資料は、公平性を保つために、契約課にて

入札参加者名をアルファベット表記に変えて工事所管課（所）へ送付す

る。 
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７ 評価内容の担保 

 総合評価方式による落札者の決定は、提出された技術資料に基づいて価格

以外の要素を評価しているため、その技術提案の履行の確保が契約事項とな

る。ただし、提案内容として適切でないと認めた項目については、この限り

でない。 

契約後は、次のことに十分注意して履行の確認等をすること。 

（１）契約後に該当する施工計画等で、確認の方法や頻度等を受発注者間で

合意しておくこと。 

（２）契約当初と条件の変更等発生した場合は、受発注者間で書面により記

録すること。 

履行の確認において、技術提案どおりの履行がなされていない場合は、再

度施工が可能な場合は、再度施工を原則とする。 

受注者の責めによらない現場条件の変更等は、履行がなされていないと判

断しない。 

簡易型で、施工計画の適切性として提出した簡易な施工計画どおりに施工

できていない場合は、工事成績評定において減点を行う。 

なお、技術提案型で提出した、技術提案や技術提案を実現するための施工

計画どおりに施工できない場合は、工事成績評定において減点を行うととも

に、違約金の徴収をすることができるものとする。 

また、若手技術者の配置、市内下請け、材料調達について、技術資料の通

りに履行できていない場合は、工事成績評定において減点を行う。 

このほか、各総合評価方式において、技術資料の内容に虚偽記載など明ら

かに悪質な行為があった場合は、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停

止要綱に基づく入札参加停止措置を行うとともに、違約金を徴収することが

できる。 

工事成績評定の減点および違約金の徴収に際しては、審査委員会にて審査

し、現場の条件や受注者の取組み状況等を考慮して判断する。 

※ 減点及び違約金の算出方法等を次ページに示す。 
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※減点  

施工者の責めにより評価項目を満足しない場合、工事成績採点の考査項

目運用表（７法令遵守等）により減点（-5 点、-8 点、-10 点）する。 

※違約金の算出方法 

  入札金額と提出された技術資料に基づく評価値と技術資料が履行されな

かった内容に基づく評価値が等しくなるよう計算し、その差額を違約金と

する。 

計算方法（例）／ 加算方式 

違約金 ＝ 契約金額 － 価格評価点（満点）×          ×１．０８ 

           ＝ 契約金額 － 価格評価点（満点）×          ×１．０８ 

最低価格とは、入札時に有効とした最低入札価格をいう 

Ｈ ：評価値  

Ａ３：技術資料が履行されなかった内容により算出された技術評価点 

最低価格 

最低価格 

変更後価格評価点 

Ｈ－Ａ３ 

計算方法（例）／ 除算方式 

違約金＝ 契約金額 ― 
標準点＋Ａ２ 

× 契約金額 
標準点＋Ａ１ 

    標準点：１００ 

    Ａ１ ：入札時の技術資料を基に算出された加算点 

    Ａ２ ：技術資料が履行されなかった内容により算出された加算点 
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８ その他の留意事項 

（１）中立かつ公正な審査・評価の確保 

①  学識経験者の意見聴取 

総合評価方式の適用にあたっては、中立かつ公正な審査・評価を行

うため、総合評価方式によって落札者決定基準を定めようとするとき、 

あらかじめ２名以上の学識経験者の意見聴取を行う。 

また落札者を決定するときに意見を聴く必要があるとの意見が述

べられた場合は、当該落札者を決定しようとするときに、あらかじめ

２名以上の学識経験者の意見聴取を行う。 

（２）技術提案に関する機密の保持 

 技術提案自体が提案者の知的財産であることから、提案内容に関する

事項が他者に知られることのないようにすること。ただし、さいたま市

情報公開条例（平成１３年さいたま市条例第１７号）等関連規程に基づ

き、必要に応じて公開することがある。 

提案者の了承を得ることなく提案の一部のみを採用することのないよ

うにすること等、その取扱いに留意すること。 

（参考） 

【地方自治法施行令 第１６７条の１０の２】 

４ 普通地方公共団体の長は、落札者決定基準を定めようとするときは、総

務省令で定めるところにより、あらかじめ、学識経験を有する者（次項に

おいて「学識経験者」という。）の意見を聴かなければならない。 

５ 普通地方公共団体の長は、前項の規定による意見の聴取において、併せ

て、当該落札者決定基準に基づいて落札者を決定しようとするときに改め

て意見を聴く必要があるかどうかについて意見を聴くものとし、改めて意

見を聴く必要があるとの意見が述べられた場合には、当該落札者を決定し

ようとするときに、あらかじめ、学識経験者の意見を聴かなければならな

い。 

【地方自治法施行規則 第１２条の４】 

  普通地方公共団体の長は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２第４

項及び第５項（これらの規定を同令第１６７条の１３において準用する場

合を含む。）の規定により学識経験を有する者の意見を聴くときは、２人以

上の学識経験を有するものの意見を聴かなければならない。 
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（３）情報公開 

 手続きの透明性・公平性を確保するため、入札の評価に関する基準及

び落札者の決定方法等については、あらかじめ明らかにする。 

①技術資料提出要請時 

総合評価方式の適用工事では、以下の事項を明記する。 

（ｱ）総合評価方式の適用の旨 

（ｲ）入札の評価に関する事項 

・ 評価項目 

・ 評価基準 

（ｳ）総合評価の方法及び落札者の決定方法 

（ｴ）技術資料の提出期限 

（ｵ）評価内容の担保 

②落札者決定後 

総合評価方式を適用した工事において落札者を決定した場合は、契

約後速やかに以下の事項を公表する。 

（ｱ）業者名 

（ｲ）各業者の入札価格 

（ｳ）各業者の技術評価点 

（ｴ）各業者の評価値 

③苦情及び説明要求等の対応 

 総合評価の評価結果について、契約課及び工事所管課所は、入札者

の苦情等に適切に対応できるように評価項目ごとに評価の結果及び

その理由を記録しておく。 
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